
（単位：百万円） （単位：百万円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

１　固定資産 447,554 628,150 647,686 １　固定負債 141,803 222,270 227,900 １　経常費用 122,203 187,514 235,133

① 有形固定資産 420,557 592,994 609,906 ① 地方債 127,467 158,646 160,318 ① 人件費 58,111 76,979 99,253

ⅰ 事業用資産 227,171 238,292 254,654 ② 退職手当引当金 12,274 14,739 17,099 ② 物件費等（消耗品費、維持補修費等） 17,911 22,831 28,638

ⅱ インフラ資産 192,602 346,846 346,846 ③ その他（長期前受金等） 2,062 48,885 50,476 ③ その他の業務費用（市債償還の利子等） 38,225 51,209 57,135

ⅲ 物品（減価償却累計額含む） 5,494 31,393 35,688 ２　流動負債 14,443 22,373 30,323 ④ 補助金等 31,478 82,936 71,368

② 無形固定資産 48 6,883 6,890 ① １年以内償還予定地方債 12,234 15,899 16,425 ⑤ 社会保障給付 24,799 24,806 61,477

③ 投資その他の資産 26,949 28,273 30,890 ② 未払金・未払費用 0 2,995 3,599 ⑥ 他会計への繰出金 7,189 0 0

２　流動資産 10,482 30,762 35,759 ③ 賞与等引当金 1,173 1,512 1,760 ⑦ その他 2,602 5,732 16,516

① 現金預金 3,306 20,660 23,830 ④ 預り金 1,036 1,036 1,084 ２　経常収益 3,696 18,441 36,316

② 未収金 325 2,630 2,866 ⑤ その他（前受金等） 0 932 7,455 ① 使用料及び手数料 1,690 12,576 13,053

③ 基金 6,941 7,298 8,843 156,246 244,642 258,223 ② その他（財産貸付収入、預金利子等） 2,006 5,864 23,264

④ 徴収不能引当金 △ 89 △ 268 △ 269 ３　純経常行政コスト（１－２） 113,118 162,317 192,314

⑤ その他 0 443 489 301,790 414,270 425,227 ４　臨時損失（災害復旧事業費等） 1,028 943 949

458,036 658,912 683,450 458,036 658,912 683,450 ５　臨時利益（資産売却益等） 492 507 493

△ 84 ６　純行政コスト（３＋４－５） 113,728 169,509 199,273

0 ７　財源 112,824 164,045 195,101

税収等 74,557 97,329 111,869

国県等補助金 38,267 66,717 83,233

８　本年度差額（７－６） △ 6,220 △ 5,464 △ 4,171

９　その他（資産評価差額、無償所管換等） 1,431 635 605

10　本年度純資産変動額（８＋９） △ 4,784 △ 4,829 △ 3,567

11　前年度末純資産残高 306,574 419,099 428,794

（単位：百万円） 12　本年度末純資産残高（10＋11） 301,790 414,270 425,227

一般会計等 全体 連結

１　業務活動収支 2,244 8,780

① 業務支出 110,000 167,976

② 業務収入 107,869 172,381

③ 臨時支出 275 277

④ 臨時収入 4,650 4,652

２　投資活動収支 △ 2,261 △ 6,696

① 投資活動支出 11,566 18,335 ※財務書類に表示している金額は、百万円未満を四捨五入していますので、計の数値が一致しない場合があります。

② 投資活動収入 9,305 11,639

３　財務活動収支 △ 594 △ 2,861

① 財務活動支出 11,189 16,997

② 財務活動収入 10,595 14,136

△ 611 △ 777

５　前年度末資金残高 2,881 20,401

６　本年度末資金残高（４＋５） 2,270 19,624

７　前年度末歳計外現金残高 20 20 一般会計等 全体 連結

８　本年度歳計外現金増減額 1,015 1,015 58.4% 52.6% 61.6%

1,036 1,036

3,306 20,660

純資産の部

純資産合計

９　本年度末歳計外現金残高（７＋８）

10　本年度末現金預金残高（６＋９）

科目

４　本年度資金収支額（１＋２＋３）

負債・純資産合計資産合計

負債合計
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科目 一般会計等 全体 連結
資産の部

科目 科目

負債の部

行政活動に伴う現金（資金）の流れについて、異なる3種類の区分に分けて示す表で、会計年度における部門ごとの現金収支を見ることができます。

＜行政コスト計算書＞ （下表１～６）

１年間の行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用と、その行政サービスの直

接の対価として得た収入等を対比させた表で、減価償却費や引当金繰入額等の現金支出を伴わないコストも

費用として計上しています。

＜純資産変動計算書＞ （下表７～12）

純資産が１年間でどのように変動したかを示した表で、資産を構成する財源の増減や構成がどのように変

化したかを見ることができます。

住民サービスを提供するために保有する財産（資産）と、その財産をどのような財源（負債・純資産）で賄っているかを総括的に示した表で、

作成基準日における財政状態を示したものです。

資産の形成状況や現金の収支状況なども把握し、連結ベースまで作成することにより、本市の財務状況を一体的に示すものです。

貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL）及び純資産変動計算書（NW）
一般会計等：一般会計 ＋ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計 ＋ 土地取得事業費特別会計

全 体：一般会計等 ＋ その他の特別会計 ＋ 水道事業会計 ＋ 下水道事業会計＋病院事業会計

連 結：全体 ＋ 一部事務組合 ＋ 広域連合 ＋ 土地開発公社 ＋ 出資比率25％以上の出資法人

※ 一部の一部事務組合については、統一的な基準に基づく連財務書類を作成していないため連結対象外としています。

資金収支計算書（CF）

＜業務活動収支＞

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの

＜投資活動収支＞

公共施設や道路整備などの資産形成や投資、貸付金などの金融資産形成に

支出したものや資産形成の財源に充てられた収入など

＜財務活動収支＞

市債、借入金などの借入、償還など

＜歳計外現金＞

職員給与等から徴収した税金や社会保険料など市の所有に属さない現金

＜世代公平性を表す指標＞

～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～

◆ 純資産比率（純資産合計÷資産合計）

比率が高いほど、現在までの世代が自らの負担によ

り将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、

将来世代の負担割合が少ないこととなる。

主
な
分
析
指
標

＜自律性を表す指標）＞

～行政サービスに対する受益者負担割合はいくらか

～

◆ 受益者負担比率 （経常収益÷経常費用）

行政サービスに対して受益者が負担している使用

料や手数料の割合を意味し、比率が低いほど、受益

者の負担が少ないこととなる。

＜資産形成を表す指標＞

～公共施設・インフラ等の更新は可能か～

◆ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）
（減価償却累計額÷（有形固定資産合計-非償却資産＋減価償却累

計額）

比率が高いほど、施設の老朽化が進んでいることを意味し、

施設等の長寿命化対策や更新が必要となる。

【一般会計等】

4,580億円の資産を形成してきています。そのうち、純資産の3,018億円については、過去の世代や国・県の負担ですでに支払いが済んでおり、

負債である1,562億円については、将来の世代が負担していくことになります。（全体、連結の考え方も同様となります。）

【一般会計等】

経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは、1,131億円となり、

また、これに臨時損失と臨時利益の差額を加えた純行政コストは、1,137億円と

なります。これらのコストについて、市税や地方交付税等の一般財源や国・県補

助金等で賄っています。（全体、連結の考え方も同様となります。）

一致

一致

作成

省略

一般会計等 全体 連結

R６ 65.9% 62.9% 62.2%

R５ 66.3% 63.3% 62.5%

一般会計等 全体 連結

R６ 3.0% 9.8% 15.4%

R５ 3.0% 9.9% 15.0%

一般会計等 全体 連結

R６ 65.1% 59.5% 59.7%

R５ 64.0% 58.9% 58.0%


